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( 1) 基礎的物質生産（BasicMaterials Production) 
生態学（ecology）の言う「基礎生産」又は「一次生産」（primaryproduction）とは生物圏
の緑色植物や植物プランクトンなどが地上に入射された太陽エネルギーの一部を光合成に
よって固定し有機物を生産することをさすが，環境経済学（environmentalecnomics）にお
ける「基礎的物質生産」は，経済過程に投入（移入を含めて）される物質（materials;matter) 
のうちで，③生態学の言う基礎（一次）生産された有機物質，⑫それが時間的に蓄積され
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た化石燃料， O原材料としての投入財，の全部をきしている。具体的には，統計資料上の
制約から，①作物（農産物），林産品・二次林産品・副産物，漁獲品・水産品，畜産品，
②原油，石炭・コークス，石油カヌ・天然カ、、ス，③天然珪砂，硫酸燥鉱，アルミ地金，鋼
塊・亜鉛地金・銅などの鉄鉱石や金属鉱，セメントや石材・砂利，肥料および、電力エネル
ギーをあげることができる。 （図 l，表9参照）。 更に④用水・土地利用をも投入自然財
としてあげておこっ。従って，環境経済学における基礎的物質財としての生産財は産業連
関表における「中間投入財」とも別のカテゴリーであることは明らかであろう。たとえ統
計資料上の制約かわして基礎的物質が中間投入財と近似的に代替きれるにせよ，両カテゴ
リーの根本的差違は確認しておかねばならない。
きて，富山県は昭和35年（1960）当時，水田農業の安定的展開もさることながら，豊富
な水力と農村労働力を積極的に立地上のメリットに評価して電源開発および工業生産力を
蓄積しえていた。北陸三県中第一位の生産所得，工業生産所得構成28.3%（石川県では26.8
%），工業出荷額等に占める重化学工業の比重46.0%（石川県30%）であり，カーバイト・
電解硫安，フェロアロイ，電気銑鋼などのいわゆる装置型電解電炉工業に特化し，その他
にも綿紡織・機械・精密機械工業がかなり展開していた。
使用電力量は40億KWH （石川県 9億KWH，福井県8億KWH）であったが；1）既開発
水力は包蔵水力の3割にすぎず，また全国稀有の工業用水原単位の大きい工業（化学・紙
・パルプ・繊維工業）を立地せしめえたのである。だが，当時すでに，全国的な臨海コンビ
ナート型の工業集積ならぴに大都市圏への人口集中集積による需要に対して火力発電（原
油焼却による）の持つスケール効果が国際的な原油低価格状況下のエネルギー「革命」に伴
って注目されはじめていた？）従って，水力発電が持つ低廉性というメリソトは減じつつあ
り，新産業都市計画の申請に先立つ諸基礎調査においてもこのことは強く意識され，北陸電
力は草島地区に昭和37年（1962）着工220,000 KWH （最大出力，昭45目標）の火力発電所建設
を計画していた。とはいえ，新産業都市建設計画の申請段階（昭和37年7月）における「構想」
においては，臨海工業用地造成に伴う成長産業の導入（コンビナート型工業）への電力供給
は和田川総合開発による水力発電（45,200KWH計画）に依存するようになっていた？）
ところで当時すでに富山県は工業生産に関しては，基礎的物質のうち原材料（石炭，コ
ークス，鉄鉱石，その他金属鉱， りん鉱石，原塩，セメント，原木等）を輸移入すること
によって維持していた。自給資源としては，米・麦，水産物，砂利等を除くと，電力（←
水力）および、水，土地スペースといった環境財だけであった（人間労働力については捨象
象）。 掲図17は昭和40年（1965）における需給にしめる輸移出入額の割合の相関からみた
財貨（市場財）の類型であるが，昭和35年（1960）においても表9からしてほゾ同様で、あ
るとみなしえよう。きて，富山・高岡地域は富山県において農産物で34.9%（数量ターム
による），工業生産で70.4%（製造品出荷領等による）を占めていた。この地域は富山・
高岡地区新産業都市計画区域の中核的位置づけのもとに昭和39年 (1964）～昭和50年（1975)
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表9. 富山・高岡地域における生産財
（基礎財）の推移
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注） 1.「富山県統計年鑑」各年版による。
（市町村勢要覧等で修正）
2.水産加工物は外数である。
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昭和53年（1978）には対県ウェイトにおいてみると農産に大きく変容されたのであるが，
物生産で32.2%（数量ター ム）， と相対的に低減を工業生産で58.3%（出荷額等による）
富山県工業このことはこの地域の重要性を少しも低めるものではないが，しるしている。
この問題にが当初計画どおりにこの地域に集積しえなかったことを意味するものであり，
こ、ではこの聞のこのこのことはさておいて，ついては後に再び触れるところであるが，
地域における基礎的物質財の生産推移について検討しておくべきである。掲図18を参照。
基礎的物質財は生産動向との間でy=5.02.x2 -
1, 726.41X+149, 736.49といっ二次回帰の相関関係に
この地域における第一次産業の比重以下に
｛半って輸移入資源（基礎財）がますます投入財の
大半を占め，産出財（いわゆる＂ OUTPUT”）の
この素材的基礎を大きく占めるに至った。また，
昭和聞の投入エネルギーについては電力の場合，
40年（1965）以降火力発電所が立地稼動されはじ
昭和44年（1969）には早くも発電量の32.5
%を火力が担うようになり， 当初見込とは大きく
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?
?
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この地域における生産活動に投入される異って，
昭和53年（1978)電力は大半が石油の産物であり，
における四つの火力発電所の発電量は7,926,838,
OOOKWHで，地域発電量の90.2%を占めているの
である。水力発電については現在ではこの地域に
関しては生産活動において無視しても差しっかえ
ないようになっている。 yゲスについても現在では
輸移入きれた主に液化石油yゲスを接触分解して供
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基礎的物質財（域内生産）
図18 基礎的物質財（域内産）と生産所得
（実質）との相関図
注） 1.基礎的物質財では作物・畜産物・漁
獲物および若干の林産物の合計値，
生産所得（実質）は農業所得および製
造出荷額等をそれぞれ昭和45年価格
で修正して合計している。
2.「富山県統計年鑑」「市町村統計書類」
「市町村勢要覧」による。
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給用ガスを発生させており，昭和30年代においては射水平野の埋蔵天然方、ス（推定500,000,
OOOm3）を都市方、スに供給していた時代（昭和35年（1960）の射水平野の方、ス生産量1,536,713
(4) 
m3，輸移入方、ス量3,586 ,503m3）とは隔世の感がある。
表10 富山県における電力・ガスの生産供給量の推移
(lOOOKWH, m'/1041匂 1,%) 
30 35 41 48 53 53/35 53/41 
発電電力量（県） 5, 102, 523 5, 787 ,392 10,248, 744 20,367 ,506 17,191,231 297.0 167. 7 
（富山・高岡地域） 8,373 司曙”ー ーー ・ー． 1, 796, 586 13,217,142 8, 784,508 ・・・・ーー 488.9 
電灯電力需要量 2,214, 712 3, 952, 226 5, 728,863 7,651,570 7' 741,068 195.9 135.l 
（県）電 士丁 85,620 140,007 312,322 693,251 940,806 671.9 301.2 
部門別産業用大口電力 2,025,632 3,027,176 5,006,529 5,826, 767 5,325,811 175.9 106.4 
使用実績（計） (39.7%) (52.3%) (48.9%) (28.6%) (30.9%) 
繊 維 工 業 91, 725 113,281 198, 642 330,265 348,028 307.2 175.2 
パルプ紙加工製造業 190,250 275,668 408,322 341,046 412,860 149.8 101.1 
化学 ゴム 1,130,715 1,447 ,649 2,254,400 960,809 845,980 58.4 37 .5 
鉄 工 業 478, 796 912,582 1,432,263 2,314,273 1, 740, 701 190. 7 121.5 
非 鉄 金 属 36,817 68,357 ・ー．．．． 831, 900 506,908 741.6 ．．．，ー・
機 械 器 具 20,395 34,535 53,257 134,219 142,490 412.6 267 .5 
窯 業 土 石 56,326 128,507 曹司，．岨ー．
791.1 ーー 白ー E -
その他製造業 1,985 22,382 ・．．．．．
民・公営鉄道 90,192 
24,215 558.2 148.3 
その他産業 936 
ガス生産量（県） m；~104Kcal 655, 937 1,010,050 30,860 
移転入ガス（県） 1,812,354 3,586,503 7,276,532 15, 225, 155 20,684,000 576. 7 284.3 
供 高台 量 4,021,006 4,262,340 6, 709,351 14, 217 ,000 19, 772,000 463.9 294.7 
家 庭 用 1, 792,806 2,073 '701 3,510,986 8,379, 799 11,490, 132 554. l 327.3 
工 業 用 700,513 806, 119 724,499 1,153,802 801,033 99.4 110.6 
商 業 用 1,069,383 1, 189,894 1,948,011 3,390, 791 5,389,560 452.9 276.6 
その他用 458,308 262,606 485,505 1,292, 187 2,091,602 796.5 41.5 
自家消費量 40,350 98,154 94, 759 234.8 
（プロパンガス） (80,315t) (100,613t) 
注） 「富山県統計年鑑」「富山県勢要覧」各年版による。
用水に関しては，賦存の水資源によっている。昭和36年（1961）の水利用量は工業用水
ネy ト
225 '71 lkm3 /y （但し回収水を除く淡水で、は223,453km3 I y），生活用水量37,309km3 I y，農業取
水量（但し昭和37年） 3,488,197凶3/y，地域の年間総利水量(input) 3, 751, 217凶3/yがあ
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地域開発と物質フロー（II) 5 
ったが，これは常願寺川・神通川・庄川・小矢部川四水系の年間総流出量（賦存量）18,200,000
km3/yの20.6%に相当した？）新産業都市地区の目標（昭和50年（1975））用水計画では，工
生活用水122,640km3/yの需要量（それぞれ＋30.9%, 3.29%倍増）
を見込み，和田川総合開発利水計画で、工業用水116,683km3 /y，生活用水30,274km3/y,
業用水944,255km3 /y, 
農業
用水344,373km3 /yの供給が計画されたのである。ところが実際の水利用を工業用水の推移
でみると掲表11, 図19のとおり， 273, 332km3 I yの過大見積りであった。たしかに総用水量
は増加しつづけてはいるが， 回収水の再利用が大きく進展し， 昭和53年（1978）にはそれは
総用水量の50.8%を占めるに至った。
表11 富山・高岡地域市町村別工業用水量の推移
（千耐／y)
36 50 53 
伸び率 ウェイト
50/36 53/50 36 53 
新湊市 11,862 70,489 70,417 594.2 （ ~u) 2.9~ 6. 1f: （ー） (27,934) (27,932) 
小杉町 3 ( ~~~） 1,336 12, 250. 0 136.3 0.00 0.13 ( 3) ( 1,190) (133.9) 
大門町 5,340 17,058 (l~ ： m) 319.4 88.4 1.35 1.44 ( 9,101) (87.0) 
大島町 1,168 5,517 ( U！~） 472.3 l~Ui 0.29 0.55 ( 2,847) 
富山市 106,516 197. 938 194,414 185.8 98.2 26.93 18.55 ( 141,066) ( 129,390) (91.7) 
高岡市 100,822 378, 941 409,545 375.9 l~U) 25.49 39.09 ( 190,013) ( 174, 124) 
地富山 高域岡 225, 711 670, 923 696,632 297 .2 I~~ ：~） 57 .07 66.49 ( 196,368) ( 371,850 ) ( 342, 701) (189.4) 
富山県 ・ 395,477 §~~， 633 
) ／ ·~i~ ：~~~ 252.0 lg~ ：~） 100.00 100 .00 ( 327 ,550) ( ,052 ) (167.6) 
全 国・13,621,873( 9,839,378) 
注） ］.・は37年数値
2.「工業統計調査結果表J（富山県）等による。
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注）各市町村勢要覧，統計書から作成
図19 富山・高岡地域における
工業用水量の推移
なお， 昭和37年（1962）では回収水は12.6%にすぎなかった。設永用水量は昭和40年（1965)
のレベルにもどっているのであるが， 昭和45年（1970）以降の地下水規制の徹底と工業用水
道への転換によって，水調達の形態は大きく変っている。
以上のように， この地域における生産活動のための自給資源としては，基礎的物質がこ
の間に激減した（昭和41年（1966）～昭和53年（1978）にム24.8%減）。 エネルギー（電
力は原油専焼方式によってえられる） 1. 3倍，用水（淡水工業用水） 1.1倍，宅地化面積1.9 
倍増を基本的条件として， 輸移入（依存）物質3.1倍増が投入されたのである。この間，工
業生産は5.6倍増となっており，実質生産所得（昭和45年価格ベースで調整）との聞には，輸
移入物質量はy=10' 734' 648. 13×1.ooozx(y ：輸移入量， x：生産所得）の相関関係が
みられる。工業製品の輸移出量との間では生産所得 （x）は， gニ35. 3722x+ 10, 703, 866と
いう線型的な相関関係にあり， 図20からみられるように， かつては輸移出が輸移入よりも
35 
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大きい型であったのが，今日では輸移移出豆輸移入という型の経済構造にシフトしている。
一体このことは何を意味するのであろうか。産業構造の変化（重化学工業化）の内容が関
われるべきであろう。掲表12にみるとおり，高岡市における非鉄金属・金属製品（アルミ
製品・銅鋼器），新湊市における向上（アルミ製錬・同製品），小杉町の鉄鋼製品，大島町
の日用雑貨（都市生活製品）の増加が著しい。地域全体としては非鉄金属（アルミ）中核と
なり，都市生活製品および、パルプ・木材加工の伸長によって支えられたといっても過言で
ない。こうした動向は輸移入貨物における非鉄鉱石ならびに原木（ソ連材）の占めるウェ
イトの上昇となって反映された。伏木・新港・富山三港に入貨される原木は昭和35年（1960)
48万トンであったが昭和41年（1966)137万トン，昭和53年（1978）には258万トンと5.37倍
輸移出入
4000椛
3000 
Z氾O
IOJO 
36 
35 ． 
Z将丈D αp刃 面α:0
5.3 ． 
注
1 ）・輸移入
0輸移出
2）国鉄分は除いている。
3）富山港湾事務所，富山
県トラック協会の資料
から。
8伎p:o実質生産所得
図20 生産所得（実質）と輸移出入物質量との相関関係
表12 富山・高岡地域における農業および製造業生産額（実質）の産業別・市町村別推移表
（単｛立： l'i万円，｛古）
富山市
35 
高岡市
53 35 
新湊市
53 35 
小杉町 大門町 大山町 Jl 
53 53 35 53 35 
???
H 総
53 35 53 53 35 
農業粗生産 I 5, ns I 1 ,5臼 I 3,491 I 5,3s21 1,004 I 945 I 900 I 1,239 I 624 I 1,0291 260 I 3321 239 I 335 I 12.296 I 16,s21 
（内）米 I 4,6881 5,8481 2.115 I 3,111 I 8851 8541 6581 911 I 5331 8861 233 I 332 I 212 I 3341 9.9241 13,002 
2食料品 I 3,001¥ 15,102¥ 2,063¥ 9,3o5¥ 478¥ 6,096¥ 53¥ 145¥ -¥ 566¥ -I 1421 I xi 5,601¥ 32,956 
紡績・織物 1 5,9621 26,1241 5,221 I 22,089 J 121 111 
木材・家具等｜ 1,8091 8,0681 1,9621 9,3981 1,2日｜ 7 ,409 
製｜パルプ・紙・印刷｜ 6,8幻｜ 24. 211 I 13. 253 I 38. 239 I 34 I 115 
化学・石油製品 1 14. 803 I 78. 988 I 7. 390 I 35, 951 
造｜プム・皮革製品｜ 206 I 771 
19 
再軍業・土石｜ 1,533 I 10,480 I 478 I 2,396 I 31 I 250 
業｜鉄鋼I 6,1131 25,4841 5,8381 24.011 I 6,922 I 22,481 
｜非鉄金属・金属製品｜ 2,686 I 12.352 I 9,4481 114,832 I 30 I 44,547 
生｜一般機械I11,822 I 54,5191 3.1151 9,887 I 36 I 446 
｜電気機械｜ 58 I 1. 120 I 1 I 99 
産｜輸送用機械I 2,089 I 30,473 I 23 I 461 J 78 J 995 
精密機械｜ I 125 I 80 I -I -l 284 
その他製造業｜ 430 I払 1981 621 I 6,3681 18 I 5,433 
製造品出荷額等計｜ 58,011 I 301,6151 49,5091 213,0361 8,911 I 88,897 
農業粗生産 1 1. 31倍 I 1.54倍 I （ム5.87%)
（内）米 I i.25 I 1.39 I (63.50%) 
伸｜食料品｜ 5.35倍｜ ι51倍 1 12. 75倍
｜紡績・織物｜ 4.38 I 4.23 I 64.25 
長｜：木材・家具等 1 4. 46 I 4. 19 I 5.邸
パルプ・紙・印刷
率｜化学・石油製品
｜ゴム・皮革製品
S.531窯業・土石
ム5I鉄鋼
非鉄金属・金属製品
一般機械
篭気機械
室｜輸送用機械
精密機械
その他製造業
製造品出荷額等計
????????????????…
28.36 
5.30 
2.88 
4.86 
5.01 
4.11 
12.15 
3.17 
14.14 
20.04 
10.25 
5. 51 
5.15 
8.39 
3.25 
1,484.90 
12.39 
12. 76 
301.83 
9. 97 
94 I 372 I 6,221 I 5,049 
151 I 11 
24 
185 I 1. 333 35 I 156 
13 x I 17,523 I 54,405 
164 
428 I 10 I 493 
1,658 
293 I 1,583 I ー I 207 
376 I 15 
11 
198 
2381 一I 92 
801 1 1,106 I 6,3o3 I 6,563 
1.37倍 I 1.65倍
1.49 I 1. 66 
14.06倍｜倍
3.97 1 (618.84%) 
16. 78 
8.00 
7 .20 4.45 
49.30 
5.40 
8.87 1.04 
261 2111 1.1 5 , 011 I 25, 026 
932 一I 20,193 J 63,581 
-I 22,451 I 116,428 
・ 310 1 111 
2,0521 15,124 
- I 20.044 I 81,425 
x I 12,4571 115.218 
－｜比988I 66,483 
761 7,819 
2, 190 1 32.121 
80 409 
1 , 069 I 24. 626 
i.1 I 99 .1 1 124 .111 I 697 .119 
1.401音 I 1.36倍
1. 57 1 1. 31 
f音 I 5.8s1古
3.10 
4.93 
3.15 
5.18 
2.08 
守.37
4.06 
14目07
4.43 
102.88 
14.67 
5.11 
23.03 
5. 61 
’「
炉吋
h・4
19 I 472 
1,067 
571 I 7,791 
1,696 
1,255 
???????
?
?｜
297 
629上」と863
1.271音
1.42 
ー・1音
8.11 
24.84 
13.64 
22.03 90.09 
む司
、一1
-.:i 
農業対製造業 j9.1:90.9 / 2.4:97.6 / 6.6:93.4 / 1.9:98.1/10.l:B9.9/1.1:9B.9 /52.9:47.lll4.B:B5.2I 9.0:90.1113目6:86.4 I 29 .2 :70.81 2.3・：97.7/99.5:0.5/77.2:22.B/ B.9:91.1/2.4:97.6 
（注） 1.昭和何年価格で調盤（農は卸売物価指数，製は工業製品生産者物価指数による）
2. r富山県統計年鑑』 （昭35年版）．および r富山県勢要覧』 （昭53）による。
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増，非鉄金属鉱では昭和35年（1960) ~o万トンが昭和41年（ 1966) 67万トン、そして昭和
48年（1973）には109万トンのピークをしるした（48/35に3.63倍増）。また，火力発電所の
建設も加わり原油・重油の輸移入量も昭和35年（1960) 24万トンが昭和41年（1966)121万
トン，昭和53年 (1978)505万トンと21倍増という激増をしるしている。これら三品目だけ
でも，昭和41年（1966）から昭和53年（1978）にかけて.2.5倍増し，地域総輸移入量（港
湾＋国鉄＋トラック貨物）に占めるウェイトは昭和35年（1960)7 .2%，昭和41年 (1966)
11.3%，さらに昭和53年 (1978）には18.9%を占めるに及んでいる。
きて，前述の如く環境経済学における産出（output）は市場経済学における「市場での交
換を目的として生産された財およびサービス」ではなく，環境へと還流していく廃棄物・
廃熱（residuals; wastes）を意味する。市場を対象とする経済学における産出財は環境経済
学においては throughputとして位置されて考える。こうした物質フローにおいて富山・
高岡地域における全体構造をまとめてみよう（掲図21）。この地域において，輸移入されて
図21 53/ 41における富山・高岡地域物質フローの増加率（実質）モデル
生産物
基礎物質•24.8%
工業製品 5.6倍
つり山ル
注 ＊は53/35の増加率
”は総用水量であり，淡水用水量は1.1倍となっている。
いる物質に占める基礎的物質は昭和41年（1966）は60%，昭和53年（1978）は34.8%を占
めていた。従って，実数値としては17,192千 tから15,040千 tと減少し，何らかの製品形
態としてますます輸移入されていることになる（原木・非鉄金属鉱，原油を除くと）。こう
して輸移入される基礎物質プラス製品財はこの間（昭和41～53年（1966～ 1978））に3.1倍
増した。このうち富山・高岡地域をたゾ通り抜ける部分がどの程度であるかについては把
捉しえなかったが，生産に投入きれる輸移入財もこの間に3.1倍増したと仮定しておこう。
一方，輸移出きれる財に占める基礎的物質（鉱産物および農林水産物）も昭和41年（1966)
9,688千 tから昭和53年 (1978）には6,915千 tに減少し，製品財としての輸移出が2.36倍
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増したが，輸移出財全体量は1.6倍増となっている（このうち単なる流通するだけの財がど
の程度あるかは同様に把捉しえなかったが，富山県の昭和40年の産業連関分析によると，
貨幣タームでほゾ半々であるから，これを富山・高岡地域における輸移出財における構成
値として仮定しておこう）。産業廃棄物は throughputの生産過程から発生し，ゴミ・し尿は
その消費過程から排出され，排水は生産・消費の総過程から生じる。排水に関しては，
inputされる用水（淡水）が生産過程において昭和45年(1970）を頂点にして減じているので，
それに従って減少していることは確かであるが，生活用水量（都市生活や生活全般からな
る）の増加に伴って総排水（汚水）量としては増加の一途をたどっている（図22）。
thorughputにおける生産活動と廃棄物との関係は， Materialsbalance Modelsの定義を
実証するもので，それも線型的な相関関係を示している。富山市の場合（図23-1）は，
y= 9. 07932.to 86024，高岡市の場合（図23-2）はまさしくもg= 1. 50081x+63, 809. 09369 
(x：実質生産額， g：産業活動による廃棄物および汚染物質量）であり，富山・高岡地域と
しては図23-3のように， Y= 9. 33819x o.s141soと富山市型になっている。昭和48年（1973)
以降はオイルショックに伴つ低成長経済への移行によってこれまで高生産とパラレルに廃
棄量を増加させてきた富山・高岡および新湊市でも頭打ち現象が生じたが，小杉町およぴ
大島町では昭和50年代 (1975～）における廃棄・汚染量の増加が生産回復度合をはるかに
上まわっている。
図22富山・高岡地域汚水・汚
汚泥発生量の推移
（汚干水量m•)
75, 00 
（号悦）
量
50, 00 
， ， ， 5, 0町0l' 
35 37 
注）「富山県の下水道」各年度版
からの推計値
図23-1富山市における
生産一廃棄・汚染の相関
~I .，ーダ
30 f ＇；＇.：~＇.：：＇·飴024(r: 0.93425) 
20 
.35 
10 ’ 
而房副一三面白一面 30 
. 市内
1制50I 
10 
図23-3富山・高岡地域
における生産ー廃棄・汚
染の相関
aegion total 
50,00 
注） 1.日興リサーチ方式に基づいて
出荷額等から推計を行った。
2.生産で実質出荷額等（昭45水
準），廃棄物・汚染量で排出ト
ンを示す。
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こうした生産－廃棄・汚染の相関を解明するために，この地域における農村→都市化の
二つのタイプをとり出して検討してみよう。一つは新湊市であり，いま一つは小杉町のケ
ースである。
＊新湊市（Shinminato-shi)のケース
新湊市のケース（図24）は富山市型（図23-1）に近く， y=ax<l（但し両市ともこれま
でのところほゾ線型的な相関を示す）であるが，新湊市は本語高2章で検討した如く放生津
潟をか、えた＜農漁工＞都市から臨海型コンビナート工業地帯を目指したところであり，
生産－廃棄・汚染の相関関係をもっともドラスチックに表示している。本市は新産業都市
建設の拠点としての臨海工業用地の造成（昭和39(1964）～50年 (1975）における投資総
額 28,839百万円）によって一挙に 452ha近くの工業用地が造成されたのである。昭和35年
(1960）の工業構成（出荷額等による）は， 80%を鉄鋼業が占めていた （日本鋼管51億円
・日本高周波鋼業25億円等5杜）ほかは木材・家具製品および食料品工業程度であったが，
昭和53年（1978）における構成では，鉄鋼業（ 6杜）は実質伸長（対35年比） 3.24倍にも
か 3 わらず， 23.2%と相対的にウェイトを低
l5 
可l
10 
Shinminato-shi 
50 0 
48 0 53 
10,000 
4も
0.67541 Y-76.27435x 
(r : 0.9943228) 
100,000昔可円
図24 新湊市における生産廃棄・汚染の相関
下きせ，かわって住友アルミ製錬・富山軽金
属・アイシン軽金属・鈴木軽金属等の臨海部
立地によって非鉄金属・金属製品（アルミ地
金やアルミ合金型材等）が49.4%のウェイト
を占める（第一位）に至った。掲図25参照。
こうした工業構成の変化に伴って，廃棄・汚
染物質も昭和35年（1960）から昭和53年 (19
78）にかけて，
SOx 1.96倍（地域全体 1.85倍）
BOD 5.38倍（ I I 2 .57倍）
粉じん 1.44倍（ I 1.64倍）
問題のない可燃性廃棄物
（紙くず・木くず・建材廃材・ etc) 
11.47倍（ I 2.95倍）
問題のある可燃性廃棄物
（廃油・炭ガス・合成繊維・樹脂）
9.40倍（ I 5 .16倍）
泥状液体で不燃性廃棄物（廃酸・廃アルカリ・その他廃化学物質）
7.22倍（ I 4.57倍）
固体状のもので不燃性廃棄物（金属くず・カ7ス・夕、、スト）
3.12倍（ I 3.88倍）
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~ lJh 
?
? ?
百τ? ? ? ?
s明1
S回目1
Sぉ〔日
日
と増加した。
＊小杉町（Kosugi-machi）のケース
昭和35年（1960）から昭和53年（1978)
にかけて，食料品・化学工業・鉄鋼業お
よび都市向け日用雑貨工業品の伸長が大
工業生産の全体的すう勢としてはきく，
昭和40年代中葉以降（1970年～）の伸び
これは小杉町が富山・高岡の ????が著しい。
両市を連担し新湊市への中継的位置にあ
食料品
繊維・その他繊維製品
木材・家具
（出版・印刷）パルプ・紙
化学（石油製品）
g 窯業・土石業
h 鉄鋼業
i 非鉄金属・金属製品
j 一般機械
k その他の機械業
1 その他製造業
注 2「新湊市・小杉町工業統計調査」による。
出荷額による工業種目別構成図25
i主1a 
b 
る立地上のメリットが都市型小規模工業
への展開という時勢に適合していること
昭和35(1960）～53 を意味する。だが，
c 
d (1978）年における主要 680事業所の地
e 区別立地構成（図26）によると小杉町は
1.8%にすぎず，呉西では高岡市やその他
の新産都区域における立地にはるかおよ
ばない。
053 
48 
0 
????????
?
?
? ?
?
?
?
?
??
??
?
?
?
??
??
?? ????
13，蜘ト Kosugi-machi_ 
10, 000 l匁
厳
用
従
業
邑
（鈎
m 新
議墜＼
都＂』
50 
引っ
大－；1、．
門杉
幸町
町
1,000 
i主図23に同じ。
図27 小杉町における生産一廃棄・汚染の相関
8,000 
百万円
5,000 
50示 （立地主主ifrJI骨 1・
注 「富山県主要工場名簿」から作成
図26昭和39～53年立地主要680事業所の地区別構成
以降生産の伸長と比例して急速に増加しており， 二次回帰曲線y=0. 000148.x2 + 0. 028113x 
明確な工業化の
立地上のメリットをもっ小杉町のケースはいかに工業化
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+908.163476という相関を示している。掲示27を参照。農村部において，
土地利用計画を欠いている場合，
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がとりたてた公害型企業の立地ではないにせよ，地域環境への廃棄・汚染の負荷が生産ペ
ースををはるかに上まわるものであるかということを証するものであり，これは大島町に
おいてもまったく同じものである。なお，小杉町と大島町における廃棄・汚染物質別の増
加状況は以下のとおりとなっている（昭和35(1960）～昭和53年（1978）の間）。
（小杉町） （大島町）
SOx 5.88倍 13.90倍
BOD 5.23倍 1.32倍
粉じん 3.65倍 5.52倍
問題のない可燃性廃棄物 7.69倍 5.801-音
問題のある可燃性廃棄物 8.67倍 14.68倍；
泥状液体の不可燃性廃棄物 9 .141・音 14.19倍
国体状の不可燃性廃棄物 52.26倍 12.09倍
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 
富山県の地域開発は昭和39年（1964）にはじまる新産業都市計画事業を契機にして「拠
開発方式」といわれる全国総合開発計画の各論としての開発手法によっていることはあき
らかであるが，新産都市計画が富山県の「地域一体化」開発発想にもとづいて昭和36年
(1961）に策定された「射水地域総合開発計画」の延長上に「接ぎ木」されているという
方が妥当なのではなかろうか。第二次県勢総合計画書は， 「富山・高岡聞の連絡は射水強
湿団地帯の難をさけ，その北辺と南辺に沿って走る鉄道および道路によって行われている
が，将来新港が築造されてこの地帯が一大工業地帯化する場合には，新事態に即応する再
検討がおこなわれる必要があろっ」との見通しの上に，富山新港の築造計画が「そのあい
路を打開し地域発展の原動力たるべき…北陸圏形成の中核的役割を演ずる」と位置づけて
いる~）その工業化の理念と構想は，昭和36年（1961) 11月の「射水地域総合開発計画」に
おいて具体的内容を与えられているが，それを「富山高岡地区新産業都市建設基本計画」
（昭和39年（1964) 11月）と比較すると，まさに新産都の臨海拠点開発方式を先取りして
いることが明らかである。 「射水地域総合開発計画」における工業構想は「石油と鉄鋼J
を二大基幹とする立地構想、であり，それは申請段階（昭和37年（1962) 7月）に至るまで
は基本的にうけつがれ， 「射水地域総合開発計画」における新港地帯工場配置想定とほゾ
同じ規キ莫において考えられていたのである。
つまり，放生津潟地区のみではなく和合地区にも高炉による鉄鋼一貫・鉄鋼二次製品団地
の構想があった~）だが， 「基本計画」（昭和39年（1964) 11月）では後者の和合地区（ E地
区）は破棄せられた？放生津潟地区（A～D地区）における企業配置想定ならぴにコンビ
ナートにおける物質フローチャートは部内資料として県総合計画部がとりまとめた『富山
新港地帯工業開発関係指標』においてはじめて大きく改訂されるところとなった。申請段階
までのもともとの計画においては鉄鋼一貫（E地区）と石油精製（ D地区）が新港地帯にお
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ける重化学工業化のコア産業をなすものとされていたのである。計画施行段階に入るやま
ずE地区が完全に破棄されたのにつづいて，あらたに製材・合板がコア産業に格上げされ
てA地区に配置されるのみならず， D地区における貯木場建設が昭和45年（1970）度事業
からはじまり，石油精製計画地は火力発電と木材加工団地へと変ってしまった。また，「構
想」における計画は「将来の開発方向」にたな上げされ，代って重視された既存化学工業
・合金鉄工業・機械工業の開発とも似てもにつかない立地動向があいつづき，上述のよう
な現況に至ったのである。付添のPlate5 ,6, 7からみられるように，新港地帯は146ha（昭和
54年（1979) 3月現在）の空地をか、えたま冶になっている。
だが，もしも計画どおりに新港地帯に化学精製をコアとするコンビナートが成立したと
すれば，アルミをコアとした現状と比べて環境への負荷においては，原単位において，い
おう酸化物22.2倍， BOD7.3倍，粉じん 2倍，逆に産廃物は 8割減という発生となってい
たであろう？）最も環境への負荷の少い産業は食料品・機械工業である（但し騒音を除く）。
構想において目論まれていた「内陸部への機械工業の導入」は輸送用および精密機械工業
に関しては大きく目標を上まわって達成されたが，その立地も富山市および区域内呉東部
（八尾・立山・大沢野・大山・婦中各町）に傾いている（区域外も魚津・滑川等呉東部に
傾斜）。 （未 完）
注
(1) 富山県『地方開発関連調査（富山・高岡地区）』昭和37年（1962) 3月。
(2) 科学技術庁資源調査会『北陸地域工業開発に関する調査報告』昭和38年（1963) 5月， 24～44頁。富
山県『富山県工業地域開発調査一新港建設に伴つ工業開発の方向と可能性一』昭和36年 (1961)10月は
火力発電の立地メリットについては太平洋ベルト地帯に限定し，新港地帯への導入には否定的な判断を
出している。
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Plate 5 
富山新港地帯工場配置予想図
（昭36.3富山県工業課）
（日召37. 「構想と内要」）
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Plate 6 
富山新港地帯企業配置図
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Plate 7 
富山新港企業立地現況図
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